グリーン購入法特定調達品目に関する提案募集（公共工事）
提案様式の記入要領
（対象ファイル： 「提案様式.xls」「記入例.xls」） 
【様式０】　提案品目自己チェック票

　提案資料作成前と作成後で、記入要領に従って提案品目のチェックを実施してください。

【様式１】　特定調達品目提案書

　「提案者名」、「代表者名」、「所在地」、「担当者連絡先」を漏れなく記入してください。

【様式２】　提案品目の概要

　「分類」、「提案品目名」、「提案品目の概要」等、提案品目に関する情報、及び提案品目の概要が分かる図、写真等を含むシート１枚を作成してください。

【様式３】　個票

　環境評価、品質評価、普及評価、経済性評価、調達時の確認方法について記入してください。

	特定調達品目としての検討は、提案者の責任において提供された情報に基づいて実施します。万が一、提供された情報に故意に虚偽の内容が含まれている場合、又は記入内容に疑義が発生した場合は検討を取り止める場合がありますので、予めご了承ください。


Ⅰ．提案品目自己チェック票【様式０】

グリーン購入法は、国及び独立行政法人等が調達する物品について、より環境負荷の少ない物品等への需要の転換を促進することを目的としています。

また、公共工事に係る特定調達品目については、特定調達品目等の追加、見直しのためさらに検討を進めるものを、継続検討品目群（ロングリスト）に記載することとしています。

このため、以下に該当するものは特定調達品目等の追加、見直しに反映できません。
	特定調達品目等の追加、見直しに反映できないもの
（１）国及び独立行政法人等の公共工事において調達しないもの、または、極めて少ないものに該当しませんか？

（２）環境評価について、提案内容を客観的に評価するための資料がないものに該当しませんか？

（３）品質評価、普及評価、経済性評価を行うための資料がないものに該当しませんか？
（４）「特定調達品目検討に当たっての基本的考え方」にそぐわないものに該当しませんか？


（1） 提案しようとする品目は、「国及び独立行政法人等の公共工事において調達しないもの、または、極めて少ないもの」に該当しませんか？

該当しないとお考えの場合は、【様式０】（１）のチェック項目Ｂ欄に○を記入した上で、国及び独立行政法人等による調達の実績・見込み等を、【様式３】の以下の欄に記入できるかどうかご確認ください。

【様式３】３．普及評価（２）使用実績等

③提案品目の公共工事における使用実績
④需要と供給のバランス

⑤提案品目の使用例

⑥今後の普及、価格低減の見込みと限界
（2） 提案しようとする品目は、「環境負荷低減に関する特性について、提案内容を客観的に評価するための資料がないもの」に該当しませんか？

該当しないとお考えの場合は、【様式０】（２）のチェック項目Ｂ欄に○を記入した上で、【様式３】の各項目に環境負荷低減の内容と程度、環境負荷増大が懸念される内容と程度について、自己評価の根拠を記入できるかどうか、記述の根拠となる資料を添付できるかどうかをご検討ください。

【様式３】提案品目の環境負荷低減に関する特性の記入内容

（１）地球温暖化に関する特性

（２）廃棄物・資源に関する特性

（３）有害化学物質に関する特性

（４）生物多様性に関する特性

（５）その他の環境負荷特性

（3） 提案しようとする品目は、「品質評価、普及評価、経済性評価を判断するための資料がないもの」に該当しませんか？

該当しないとお考えの場合は、【様式０】（３）のチェック項目Ｂ欄に○を記入した上で、【様式３】の各項目に必要な内容を記入できるかどうか、記述の根拠となる資料を添付できるかどうかをご検討ください。

【様式３】品質評価、普及評価、経済性評価の各項目

２．品質評価の（１）提案品目の品質基準、施工指針、基準等

（２）目的物の性能を確保する条件（使用にあたっての制限条件等）

３．普及評価の（１）供給可能地域（地域、季節による入手の難易度等）

（２）使用実績等（①工事件数、普及率、②①が困難な場合に普及状況についてのコメント）

４．経済性評価の（１）コスト（単位当り価格等）

（4） 提案しようとする品目は、「特定調達品目検討に当たっての基本的考え方」にそぐわないものに該当しませんか？
自己チェックの結果、（１）～（４）のすべてについてＢ欄に○を記入できた場合のみ、【様式１】【様式２】【様式３】及び必要な添付資料を作成してください。この場合、すべての資料作成後、Ｃ欄に○を記入し、提案資料一式をご提出ください。

自己チェックの結果、①Ａ欄に１つでも○が記入された場合、②資料作成後、Ｃ欄に○が記入されない項目が１つでもある場合は、提案資料の提出をご遠慮ください（提出されても受け付けられません）。

なお、Ｂ欄・Ｃ欄にすべて○が記入されていた場合でも、資料不備と判断される場合には、検討の対象外となりますので、予めご了承ください。

（5） 参考情報

提案しようとする品目について、「昨年度自らが提案した」、「昨年度は提案していない」のいずれかに○をつけてください。「昨年度自らが提案した」場合は、その際の「品目名」「提案者名」を記入してください。検討の参考とさせていただきます。

（６）提出資料

　【様式０】～【様式３】及び添付書類が必要な部数作成されているかどうかを確認してください。
Ⅱ．特定調達品目提案書【様式１】

　「提案者名」、「代表者名」、「所在地」、「担当者連絡先」を漏れなく記入してください。特に、「担当者連絡先」には、事務局から「検討結果の通知」、「ヒアリングを実施する場合の連絡」等をさせていただきますのでご注意ください。

Ⅲ．提案品目の概要【様式２】

　資材、建設機械、工法、目的物のいずれかから、提案品目の分類を記入してください。
（１）提案品目名

①統合品目名

統合品目名については、ロングリスト（http://www.mlit.go.jp/tec/green.html）の統合品目名称とそれに属する個別品目を参考に、個別提案品目とそれが属すると考えられる統合品目名を記入して下さい。該当するものがない場合は、基本方針（資料Ａ）における公共工事の品目分類、品目名称を参考に、特定調達品目として指定する際の一般的な名称案を提案してください。
本提案募集は、グリーン購入法に基づく特定調達品目等の追加、見直しに反映させるためのご提案をいただくことを目的としております。特定の商品をご提案いただくものではありません。
特定の商品名のみでご提案いただいた場合には検討の対象にできないことがありますのでご注意ください。

②個別品目名

　提案品目が特定できる名称を記入してください。

（２）提案品目のＵＲＬ

　提案品目を紹介しているホームページアドレスがあれば記入してください。ない場合は、記入していただかなくても結構です。

（３）提案品目の概要

提案品目の概要について、特徴、原料、製造過程、使用方法、廃棄時の扱い等を簡潔にわかりやすく記入してください。

（４）提案品目の環境面のメリット

提案品目の比較対象品目と比較した場合の環境面のメリットについて、簡潔にわかりやすく記入してください。

（５）判断の基準（案）

提案品目により特定調達品目等の追加、見直しを行う際の「判断の基準」の案を記入してください。なお、「判断の基準」の内容等については、「基本方針（資料Ａ）」の「２．（１）イ．判断の基準等の性格」および「１９．公共工事」を参考にしてください。

（６）比較対象品目名
提案品目の比較対象品目を記入してください。比較対象品目は、提案された品目が環境面等で優れているかどうかを評価する際に比較される品目であり、提案品目と同じ目的、用途に使用され、既に十分に普及している通常品のことをいいます。

提案の評価は、グリーン購入法の公共工事の技術評価基準（資料Ｂ）にしたがって行います。

（７）比較対象品目の選定理由

（６）で示した比較対象品目の考え方を参考に、用途、資材の種類等が明確に分かるように比較対象品目の選定理由を記入してください。

（８）NETIS、環境ラベル等への登録状況

　新技術情報提供システム（NETIS）、エコマークなどの環境ラベル等に登録されている場合は、その登録番号等について記入してください。

※新技術情報提供システム（NETIS）とは、民間企業等で開発された技術について、国土交通省の地方整備局等を窓口として登録された新技術情報をデータベース化し、これを技術者が利用することで有用な新技術のより一層の活用促進を図るため、国土交通省イントラネット及びインターネット上に公開し、検索を可能にしたデータベースシステムです。

（９）提案品目の用途、使用する分野

　提案品目の主な用途を記入し、公共工事において提案品目の使用する分野のうち、使用頻度の高いものから、主分類１、主分類２、主分類３の順に右側の選択肢から選び、さらに細分類（工法・目的物のみ）について右側の選択肢から選んで記入してください。

また、提案品目の概要が分かる図、写真等を含む資料（【様式２－２】を作成してください。

Ⅳ．個票【様式３】

　以下の要領にしたがって、提案品目の詳細な情報として環境評価、品質評価、普及評価、経済性評価について自己評価、自己評価の根拠を記入し、特段の理由がない限り、記述の根拠となる資料を添付してください。根拠資料の提出がない場合は、資料不備により検討の対象外となる場合がありますのでご注意ください。

１．環境評価について
１．環境評価の（１）地球温暖化に関する特性～（４）生物多様性に関する特性については、必ず記入してください。（５）については、（１）～（４）以外で該当する環境負荷の項目があれば、表－１を参考に加えてください。
環境負荷低減がない項目については、「特になし」と記入してください。この場合、記述の根拠となる資料は不要です。

環境負荷増大が懸念される場合は、必ずその内容と程度を記入し、記述の根拠となる資料を添付してください。特にない場合は、「特になし」と記入してください。この場合、記述の根拠となる資料は不要です。

比較対象と同程度の場合はその旨記入してください。

（１）地球温暖化に関する特性

（２）廃棄物・資源に関する特性

（３）有害化学物質に関する特性

（４）生物多様性に関する特性

（５）その他の環境負荷特性（騒音、地下水涵養等）

（６）包括的評価（定性評価のみ記入してください）

（１）各ライフステージにおける評価について
　環境負荷項目ごとに、記入例を参考に、資源採取、製造、運搬、建設、使用及び廃棄の各ライフステージにおいて、可能な限り定量的な評価で記入してください。また、その根拠となる資料を別途提出してください。（比較の困難な「優れる」点と「劣る」点がある場合は、両方に記入してください。）

※評価の詳細については、資料Ｂ「グリーン購入法の公共工事の技術評価基準」の「４．環境評価」を参照して下さい。

（２）環境負荷低減の内容と程度について
環境負荷項目ごとに、記入例を参考に、比較対象品目と比較した場合の環境負荷低減の内容と程度に関する自己評価を記入してください。

また、環境負荷低減の内容と程度に関する自己評価の根拠について、記入例を参考に、「調達１単位あたりの環境負荷低減効果」「公共工事に普及した場合の全体の環境負荷低減効果」等を含め、当該品目を調達することによって実現する環境負荷低減効果を、その算定根拠とともに具体的な数値で示して下さい。（資料添付可）

なお、地球温暖化に関する特定の効果を算定するに当たっては、下記ウェブサイトにある報告書と原単位に従って、具体的な数値で示してください。

　アドレス：（報告書）http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/kpr/prn0036.htm
　　　　　（原単位）http://www.nilim.go.jp/lab/dcg/lca/database.htm
算定に当たって、質問や技術的支援を希望される場合は、下記までお問い合わせ下さい。
国土交通省　国土技術政策総合研究所 道路交通研究部 道路環境研究室
E-mail：do-kan@nilim.go.jp

（３）環境負荷増大が懸念される内容と程度について
環境負荷項目ごとに、記入例を参考に、比較対象品目と比較した場合の環境負荷増大の懸念の内容と程度に関する自己評価を記入してください。
２．品質評価、普及評価等について（品質評価、普及評価、経済性評価）
　１）品質評価

　　（１）提案品目の品質基準、施工指針・基準等

①-１　有無
提案品目の品質に関して、提案品目が満たすべきJIS、JAS、国、学会等の基準や指針の存在について、「ある」「ない」「不明」より選択して記入してください。

①-２　内容
「ある」場合に、その内容を最大５つまで記入してください。

②根拠資料

　上記の根拠資料について記入してください。また、提案品目が品質基準、施工指針・基準等を満たしている根拠資料を添付してください。
　　（１）’比較対象品目の品質基準、施工指針・基準等

①-１　有無
比較対象品目の品質に関するJIS、JAS、国、学会等の基準や指針の存在について、「ある」「ない」「不明」より選択して記入してください。

①-２　内容
「ある」場合に、その内容を最大５つまで記入してください。

②根拠資料

　上記の根拠資料について記入してください。また、提案品目が比較対象品目の品質基準、施工指針・基準等を満たしている根拠資料を添付してください。
　　（２）目的物の性能を確保する条件（使用にあたっての制限条件等）
①自己評価

提案品目を使用する場合の、目的物の性能を確保する条件について、比較対象品目との比較で、「同等」、「制限が小さい」「制限が大きい」のいずれに該当するか、提案者としての自己評価を記入してください。
②自己評価の根拠となる具体的な使用条件、使用範囲、使用方法等

①の自己評価の根拠となる具体的な使用条件、使用範囲、使用方法等について、提案品目の使用可能な条件、使用に制限を受ける用途・状況等を記入し、その根拠となる資料を添付してください。

　　（２）’安全性・労働環境衛生性

①自己評価

提案品目を使用する場合の、目的物の性能を確保する条件について、比較対象品目との比較で、「同等」、危険性・労働環境衛生性が「低い」、危険性・労働環境衛生性が「高い」のいずれに該当するか、提案者としての自己評価を記入してください。
②自己評価の根拠となる具体的な条件等

①の自己評価の根拠となる具体的な条件等を記入し、その根拠となる資料を添付してください。

　２）普及評価
　　（１）供給可能地域

①自己評価

国及び独立行政法人等が提案品目を調達する場合の、提案品目の施工地域における入手難易度について、比較対象品目との比較で、入手難易度が「同等」「低い」「高い」のいずれに該当するか、提案者としての自己評価を記入してください。

②自己評価の根拠となる具体的な供給可能地域

　①の自己評価の根拠となる具体的な供給可能地域及び供給が困難な地域、また、その理由等を記入し、それらの根拠となる資料を添付してください。
③提案品目を生産している企業等
　提案品目を生産している企業等の企業名、担当部署等を記入してください。なお、記入する企業は、判断の基準を満たす製品を生産している企業に限ります。
　　（２）使用実績等

①工事件数、普及率

　提案品目、提案品目・比較対象品目を含む全体の使用実績について、工事件数や出荷数量等を記入し、提案品目の普及率を記入してください。また、その根拠となる資料を添付してください。

②①が困難な場合に比較対象と比べた普及状況についてのコメント

実績が把握できず、普及率の算定が困難な場合は、それを補足する説明やコメントを記入してください。

③提案品目の公共工事における使用実績（国及び独立行政法人等による実績に限る）

提案品目の公共工事における使用実績(国および独立行政法人などによる調達実績に限る)数量を、直近3年度について記入してください。数量がどうしてもわからない場合は、金額で記入してください。
④需要と共有のバランス

提案品目の、「現状における供給量」「特定調達品目として指定された場合の供給見込み量」「調達可能量（需要量）」について記入してください。需要量が把握できていない場合は不明と記載して構いません。
⑤提案品目の使用例（国及び独立行政法人等による実績を優先して記入）

提案品目の主な使用例について、「年度」「発注者/施工場所」「工事名称」「用途・使用数量」「実績報告書等」を最大10事例まで記入してください。記入対象は、国及び独立行政法人による公共工事を優先してください。提案品目の品質・性能が実地に検証されていれば、地方公共団体や民間工事の例でも構いません。また、その根拠となる資料（実績報告書等）を添付してください。なお、書き切れない場合は、別途一覧表を添付してください。

⑥今後の普及、価格低減の見込みと限界

提案品目が特定調達品目として位置づけられた場合の普及の見込み（例えば○年後に普及率○％が可能）、価格低減の見込み限界（例えば、現状の○倍の生産量まで普及すれば、○割程度低減が可能）等、提案者としての、提案品目の普及促進に向けての見込みや取り組みを記入してください。

　３）経済性評価

　　（１）コスト（単位当たり価格等）

①自己評価
国及び独立行政法人等が提案品目を調達する場合の、提案品目のコスト（単位あたり価格等）について、比較対象品目との比較で、「同等」「安価」「高価」のいずれに該当するか、提案者としての自己評価を記入してください。

②自己評価の根拠となる単価等

　①の自己評価の根拠となる単価等について、積算根拠（出典文献名、ページ）、単価比較の条件を明記した上で提案品目及び比較対象品目の双方のｍ２あたり、ｍ３あたり、ｔあたり等の単価を記入し、その根拠となる資料を添付してください。
３．調達時の確認方法について
　１）調達時の確認方法（判断の基準の確認方法）
　　提案品目の判断の基準（案）を確認する際の方法（案）を記入してください。
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